
再エネ導入拡大に向けた検討ポイント
ー RE-Usersサミット2026 －

2026年 7月 23日

中部電力ミライズ株式会社

法人営業本部
再生可能エネルギーサービス開発部



CONTENTS

Copyr ight  © Chubu E lec t r i c  Power  Mi ra iz  Co. ,  Inc .  A l l  r igh ts  reserved.2

01

02

03

当社グループのご紹介

高まる専用電源からの再エネ調達ニーズ

専用電源からの調達における検討ポイント



CONTENTS

Copyr ight  © Chubu E lec t r i c  Power  Mi ra iz  Co. ,  Inc .  A l l  r igh ts  reserved.3

01

02

03

当社グループのご紹介

高まる専用電源からの再エネ調達ニーズ

専用電源からの調達における検討ポイント



中部電力グループのご紹介
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送配電事業 販売事業燃料・発電事業

✓再エネ電源の開発・運営
✓原子力発電事業

ホールディング

電力小売事業

エネルギーソリューション事業

再生可能エネルギー事業

新サービス開発事業



中部電力ミライズ、および法人営業部門の組織
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名古屋・静岡・三重・岐阜・長野・岡崎の法人営業部

法人カスタマーセンター

事業戦略本部

サステナ社会推進本部

業務管理・支援本部

法人営業本部

リテールサービス本部

DX推進本部

マーケティング本部

お客さまファースト推進室

かいぜん推進Ｇ

監査役

監査Ｇ

関西営業部

東京営業部

ガス営業部

本部内総括
規模の大きなお客さま相対営業の統括

規模の比較的小さなお客さま営業の統括

ガス営業の統括・ガス相対営業

コールセンター・契約手続き

法人営業部 本店対応のお客さま相対営業

各地域の規模の大きな
お客さま相対営業

ビジネスソリューション事業本部

ＣＮ商材・サービス開発、再エネ電源調達再生可能エネルギーサービス開発部

法人営業推進部

ビジネス営業推進部

調達・需給本部

社長

各 地域営業本部

東京地区のお客さま相対営業

関西地区のお客さま相対営業



当社グループの再エネ拡大目標
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• 「2030年頃320万kW以上」の目標に対して、2025年度末時点で147万kW(進捗率46%) となっています。

• オンサイトPPAやオフサイトPPAといった再エネ専用電源からの調達ニーズが高まっている中、当社グループとしては、引き続きお客さまのご要望や課題にあわせな
がら、新たな再エネの「追加性」に貢献できる取り組みを加速させてまいります。
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2017年度 2025年度 2030年頃

256 万kW＊1

1万kW

17万kW

24万kW

バイオマス

風力

太陽光

214万kW
水力

(揚水除く)

403 万kW＊1,2

2017年度 2025年度 2030年頃

再エネ拡大目標(保有・施工・保守を含む)

再エネ拡大目標

+320 万kW以上＊3

+147 万kW

＊1 グループ会社を含む容量(開発決定後)。 ＊2 開発決定済みかつ未開発案件含む。 ＊3 2017年度比。

当社グループの
再生可能エネルギー開発

+200 万kW以上

お客さまとの
再生可能エネルギー拡大

+120 万kW以上

32万kW

6万kW

41万kW

バイオマス

風力

太陽光

5万kW水力

62万kW拡大貢献

出典：中部電力｜再生可能エネルギー拡大の取り組み

https://www.chuden.co.jp/energy/renew/ren_torikumi/
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高まる専用電源からの再エネ調達ニーズ
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• 金融機関・投資家、取引先等を中心にScope3を含めたサプライチェーン全体での脱炭素への機運が高まっている中、排出量削減に加えて、脱炭素に向けた取
り組み状況の開示を求める動きが拡大しています。

• こうした中、削減活動の確実性や追加性への貢献等を目的に、専用電源確保のニーズは高まっています。

1-1 脱炭素化の流れ

➢ 2023年度にGX推進法
が法制化され、成長志向型カーボンプライシングの導
入が決定

➢ SSBJにおいて、プライム企業に対してScope3も含め
た排出量の開示を求めていく方向

1-2 金融機関等からの要請

➢ 大手金融機関では、
2050年に向けて投融資先の温室効果ガスも含めて、
排出量ネットゼロを目標へ

➢ 投融資先の企業はScope3も含めてCO2排出量削
減が必要

1-3 取引先からの要請

➢ グローバル企業を中心に
サプライチェーン全体で脱炭素へ取り組んでおり、取引
先側も脱炭素は避けて通れない状況

➢ 企業では、炭素に価格を設定するICPの動きも進ん
でいる

１ Scope3も含めた脱炭素の流れ

目標設定

排出量削減やそのための取り組みの目標を
立てる

成果の情報開示

取り組みや成果などを公表する

第三者からの評価

格付け機関等から評価を受ける

実際の取組

立案した目標に対して、脱炭素の取り組み
を推進していく

２ 自社での計画策定と確実な実施

要請

開示

再エネ電源の長期安定調達

➢ 安価に開発可能な適地の減少
（電源価格の上昇懸念）

➢ 電力価格および環境価値価格の長期不安定性
（高騰リスク）

非化石証書調達の不透明性

➢ 昨今の非化石証書のニーズを踏まえると、今後、証書
を安定的に調達できなくなる懸念あり

専用電源への評価

➢ RE100、SBT、省エネ法などでは、追加性に貢献する
需要家専用電源の取り組みを評価

➢ 他のイニシアチブ等の枠組みにも広がる可能性

専用電源ニーズが今後顕在化

環境意識の高い企業から、Scope3対応等を通じて、
その取引先等にも再エネの長期安定調達ニーズが拡
がる可能性も

３ 専用電源確保の高まり



再エネ調達方法の比較
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オフサイトPPA

フィジカルPPA バーチャルPPA

再エネ100%メニュー
(CO2フリーでんき)

オンサイトPPA
(フィジカルPPA)

＊1 ただし、2027年に向けて現在検討が進められているSBTi(V2)ガイダンス等、国際イニシアチブにおける新設電源の取り扱いに即して検討することが必要です
＊2 既設電源を活用したオフサイトPPAの場合における追加性有無については、留意が必要です
＊3 制度変更(非化石価値取引市場の上限価格の見直し等)や託送料金の変更等の影響により、価格が見直しとなる可能性がございます

長期調達

価格変動

備考

足元の価格

基本的な
追加性有無

◎
20年契約の場合が多い

△
単年～直近数年契約

有無＊1

△◎○
(系統電力＋α)

○
電源価格+環境価値を固定化＊3

◎
変動なし

×
変動あり

 長期調達が出来ないため、将来大
規模の確保が不安定。

 築年数や屋根形状などの条件あり。

 屋根面積から導入容量に上限あり。

 屋根面積等条件によってはCO2フ
リー電気よりも価格が高くなる可能
性あり。

 30分値同時同量の観点から導入
容量上限あり。

 電源新設の適地が徐々に限られてく
る。

 当社サービス提供には条件あり。

 環境価値以外の価格変動要素に
は留意が必要。

 当社サービス提供には条件あり。

◎
20年契約の場合が多い

有＊1 2

◎
20年契約の場合が多い

有＊1 2

△
(系統電力＋α)

△
環境価値を固定化＊3

• 専用電源からの再エネ調達は、以下のような手法が考えられます。仮に電力を100％再エネ化する場合、全てCO2フリー電力とすることも可能ですが、価格変動
リスクの分散や、環境価値の長期安定調達の観点から、複数の調達方法を組み合わせることを推奨しています。



一緒に取り組む創エネ活動_オンサイトPPAの取り組み
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屋根上や駐車場等のお客さま敷地内の遊休スペースを活用して、
再エネを生み出します

遊休スペース等の場所を提供いただき、当社グループで再エネ発電設備を設置。
再エネの「追加性」に貢献しつつ、生み出された電気を自社でご利用いただけます。

+グループ会社❶ 設置＆
メンテナンス

➋ サービス料金
自家消費した電力量に
応じたサービス料金

お客さま 中部電力グループ

自家消費

初期費用ゼロ円で

再エネ発電設備を設置可能

中部電力グループが発電設備を所有し、

長期に渡り保守・管理
初期費用ゼロ円で

再エネ発電設備を設置可能

中部電力グループが発電設備を所有し、

長期に渡り保守・管理

オンサイトPPAを活用した再エネ拡大の取り組み

• 脱炭素目標の達成には、再エネ導入と省
エネに向けた設備投資を、短期かつ同時
並行で進める必要

• 設備導入手配と工事管理

• 稼働後の保守・修繕や、設備管理業務

多額の設備投資資金が必要

設備導入時や導入後に
設備等を管理する負担感

再エネ設備を導入する際の課題例



オンサイトPPAサービス導入実績
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• オンサイトPPAサービス開始以降、これまでに約270MW以上の導入実績がございます。（2026年3月時点(運開ベース)）

• 最近では、太陽光発電の自家消費だけではなく、屋根上スペースを最大限活用し、余剰電力を他のお客さまへ融通する等の取り組みも進んでいます。

Point １

累計導入実績：約560件以上、 約 270 MW以上

Point 2

全面に設置しても事業所内で使いきれないお客さまにおいて、
余剰電力を他のお客さまへ融通することで、
屋根上スペースを最大限活用することが可能。
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お客さま
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他のお客さま

・お客さまマッチング
・需給管理

［MW］



オンサイトPPAサービス導入事例① 屋根型
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屋根スペースを有効活用した再エネ拡大に向けた取り組み例

㈱河合楽器製作所様
（静岡県）
約700kW

㈱キャタラ―様
（静岡県）
約1,400kW

伊那食品工業㈱様
（長野県）
約270kW

㈱ドミー様
（愛知県）
約250kW※

日本トムソン㈱ 様岐阜製作所
（岐阜県）
約940kW

※複数の店舗の合算値



屋根上太陽光発電設置後に取り組む手法
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• オンサイトPPA（屋根上太陽光発電）だけでは脱炭素に向けた目標に届かないこともあります。こうした場合、次の一手として、駐車場に屋根が設置される利
便性も兼ねたソーラーカーポートの設置が選択されています。

• また、更なる再エネ化に向けて、オフサイト型のフィジカルPPAやバーチャルPPAの導入を検討されるお客さまも増えてきています。加えて、新設の再エネ電源だ
けではなく、既設電源の活用にも注目が高まっています。

遠隔地で発電する
電気をお届け

駐車場スペースを活用し、
太陽光発電付きのカーポートを設置

野立て太陽光

当社調達の水力発電等を活用
お客さまからいただいた料金は
県内の再エネ電源開発に再投資

県産水力由来の
再エネ電気を活用

目標に
足りない

倉庫屋根等

オフサイトPPAサービス

広大な遊休地等を
活用して

再エネ調達量増へ

Greenでんき
ソーラーカーポートPPAサービス

駐車場スペースの
有効活用で
自家消費増へ 離れた遊休土地等に設置した

専用電源由来の再エネを
電力系統設備経由でお届け

【手法】

フィジカル・オフサイトPPA
バーチャル・オフサイトPPA

【電源】

新設 or 既設

※その他、証書による調達も

オンサイトPPA
サービス

（同一敷地内）



オンサイトPPAサービス導入事例② カーポート型
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駐車場スペースを有効活用した再エネ拡大に向けた取り組み例

東朋テクノロジー㈱様（愛知県）
従業員駐車場 約430kW

カワボウ㈱様マーサ21（岐阜県）
ご来店者用駐車場 約310kW

イオンモール豊川様（愛知県）
ご来店者用駐車場 約1,300kW

㈱ジェイテクトギヤシステムみたけ工場様（岐阜県）
従業員駐車場 約1,500kW



一緒に取り組む創エネ活動_オフサイトPPAの取り組み
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離れた遊休地に自社専用発電所を設置
再エネ電力の長期購入を通じて、再エネの開発を支援

自社敷地外に自社専用の再エネ発電所を設置。再エネ由来の電気を長期にわたり
有効活用することで、発電事業者と一体になって、再エネ拡大に貢献します。

遠隔地で発電する
電気をお届け

広大な遊休地等を
活用して

再エネ調達量増へ

初期費用ゼロ円で

自社専用発電所を設置可能

電気を使うお客さまと発電事業者とをマッチングし、再エネ開発を促進へ

✓ 環境価値を長期間、安定的に
調達したい

✓ 再エネの追加性に貢献したい

✓ 再エネ開発を進めたいが
将来事業性が不透明

お客さま発電事業者

オフサイトPPAを活用した再エネ拡大の取り組み

①お客さま所有の遊休地
や屋根等を有効活用

②自社遊休地がないお客
さまには、発電事業者
が設置する遊休地開発
案件を自社専用発電所
として活用可能



オフサイトPPAサービス導入実績
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• オフサイトPPAサービス開始以降、約580件※以上の導入実績がございます。（2026年4月時点(運開ベース)）

• RE100への対応や環境価値の長期安定確保に向けて、オフサイトPPAを導入いただくお客さまは拡大しています。

• オフサイトPPAの導入にあたっては、お客さまごとに様々な課題がございますが、当社サービスでは、それぞれの課題に応じた最適なスキームで電気と環境価値を
提供いたします。

• 加えて、当社はお客さまの電源ニーズを事前にキャッチしているため、発電事業者さまが保有する電源とのマッチングが早いのが強みです。

Point １ Point 2

※導入件数はオフサイトPPAの電源数になります。
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2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

フィジカル バーチャル 件数

累計導入実績：約 580 件以上，累計年間発電量約 700 GWh
（2026年4月運開時点(運開ベース)）

［件］［GWh］

電源ニーズを
事前にヒアリング

すばやく共有

当社は小売り事業者として、発電事業者さまと
電気のご使用者さまをマッチングいたします！

需要家中部電力ミライズ発電事業者



オフサイトPPAサービス導入事例① お客さま専用発電所
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当社が調達したお客さま専用太陽光発電設備から、

再エネ電力（電気価値・環境価値）を20年間固定価格＊でお受け取りいただけます。

※パネル出力およびCO2削減量は、プレスリリース時の想定値を記載しているものであり、実績値ではない

JTL㈱様
春日井事業所

JTL株式会社

CO2削減量
※

パネル容量※ 約５３０ｋＷ

約２６９ トン

三重県内

スギホールディングス株式会社

CO2削減量
※

パネル容量※ 約４５０ｋＷ

約２７３ トン

三重県内
スギHD㈱様

スギ薬局藤岡店等
10箇所

株式会社オークワ

CO2削減量
※

パネル容量※ 約２，３００ｋＷ

約８３０ トン

長野県内
他社の

屋根上電源

㈱オークワ様
6店舗

＊ 20年間固定となるのは電気価値・環境価値部分であり、別途、託送料金、系統連系受電サービス料金(発電側課金)、再生可能エネルギー発電促進賦課金等が必要となります



オフサイトPPAサービス導入事例② 営農型太陽光発電
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営農型太陽光発電は、再エネ開発の適地が限られている日本において、太陽光発電の普及促進に向けた一手です。

また、売電による長期安定的な収益は、農業支援にも繋がります。

※パネル出力およびCO2削減量は、プレスリリース時の想定値を記載しているものであり、実績値ではない

CO2削減量
※

パネル容量※ 約１，２００ｋＷ

約６３２ トンCO2削減量
※

パネル容量※ 約８００ｋＷ

約４５４ トンCO2削減量
※

パネル容量※ 約４，５００ｋＷ

約２，０００ トン

日本ペイント・オートモーティブ
コーティング株式会社日本トムソン株式会社オーエスジー株式会社

愛知県内
10箇所

オーエスジー㈱様
新城工場等

4箇所

三重県内
4箇所

日本トムソン㈱様
岐阜製作所等

4箇所

NPAC㈱様
愛知高浜工場

愛知県内



オフサイトPPAサービス導入事例③ 自社遊休地の活用
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お客さま所有の遊休地等を活用して、当社グループ企業が発電設備を設置・運用し、

お客さまの事業所や工場に20年間固定価格＊で再エネ電気をお届けします。

※パネル出力およびCO2削減量は、プレスリリース時の想定値を記載しているものであり、実績値ではない

CO2削減量
※

パネル容量※ 約１，５８４ｋＷ

約８１４ トン CO2削減量
※

パネル容量※ 約１，５００ｋＷ

約８４２ トン

大同メタル工業株式会社 ニチアス株式会社

岐阜県内
大同メタル工業㈱様

犬山事業所
静岡県内

ニチアス㈱様
袋井工場

＊ 20年間固定となるのは電気価値・環境価値部分であり、別途、託送料金、系統連系受電サービス料金(発電側課金)、再生可能エネルギー発電促進賦課金等が必要となります



オフサイトPPAサービス導入事例④ 自社屋根の有効活用
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オンサイト（自家消費）で使いきれない再エネ電気を、離れた場所にある別の電気ご使用場所にお届けします。

これにより、自社屋根を最大限有効活用することが可能となります。

※パネル出力およびCO2削減量は、プレスリリース時の想定値を記載しているものであり、実績値ではない

CO2削減量
※

パネル容量※ 約６００ｋＷ

約２３０ トン CO2削減量
※

パネル容量※ 約８７４ｋＷ

約３５０ トン

ブラザー工業株式会社 株式会社ソミック石川

ブラザー工業㈱様
港第一倉庫 設置場所の

自家消費

㈱ソミック石川様
豊岡工場

㈱ソミック石川様
鶴見工場

設置場所の
自家消費

ブラザー工業㈱様
本社ビル等

＊当社グループ会社のオンサイトPPAとセットでご提供させていただきます



オフサイトPPAサービス導入事例⑤ お客さま参加型
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当社が、参画企業の皆さまに太陽光発電設備の設置をご提案するとともに、余剰電力を参画企業間で融通することで、

地域全体における太陽光発電導入量の最大化と有効活用を図る取り組みです。

遠州脱炭素プロジェクト

本プロジェクトのスキーム概要

脱炭素社会の実現に向けて、本プロジェクトに参画いただく

企業さまとともに、遠州地域において太陽光発電を最大限に増やし、

活用することを目的とした、お客さま参加型の取り組みです。

参画企業の皆さま（50音順）
株式会社アイゼン 様 イオインダストリー株式会社 様 株式会社遠州 様 株式会社キャタラ― 様 株式会社クラベ 様 トヨタバッテリー株式会社 様

株式会社コーリツ 様 古山精機株式会社 様 スズキ株式会社 様 株式会社ソミック石川 様 コーケン工業株式会社 様 DOWAメタニクス株式会社 様

浜松ホトニクス株式会社 様 ヤマハ株式会社 様 ヤマハ発動機株式会社 様 ローム浜松株式会社 様



オフサイトPPAサービス導入事例⑥ サプライチェーン一体型
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仕入先と共同して、専用の太陽光発電設備から再エネ電力（電気価値・環境価値）を調達。

サプライチェーン一体となり脱炭素を推進する取り組みです。

※パネル出力およびCO2削減量は、プレスリリース時の想定値を記載しているものであり、実績値ではない

㈱東海理化様
本社

本社工場

部品仕入先
12社

愛知倉庫屋根
約5,800kW
県内物流

長野県内
遊休地

約1,200kW

大阪府内
物流倉庫屋根
約2,200kW

CO2削減量
※パネル容量※ 約９，２００ｋＷ 約２，７００ トン

共同調達方式により専用発電所設置の不安や課題を解消株式会社東海理化



オフサイトPPAサービス導入事例⑦ バーチャルPPA 1/2
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青山高原風力発電所（三重県） 安部川水力発電所（静岡県）

本プロジェクトのスキーム 本プロジェクトのスキーム

CO2削減量
※ 約20,000 トン CO2削減量

※ 約17,000 トン発電出力 7,830kW発電出力 15,000kW

※ CO2削減量は、プレスリリース時の想定値を記載しているものであり、実績値ではない



オフサイトPPAサービス導入事例⑧ バーチャルPPA 2/2
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CO2削減量
※ 約16万 トン発電出力 52,700kW

※ CO2削減量は、プレスリリース時の想定値を記載しているものであり、実績値ではない

福山バイオマス発電所（広島県）



CONTENTS
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01

02

03

当社グループのご紹介

高まる専用電源からの再エネ調達ニーズ

専用電源からの調達における検討ポイント
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• オフサイトPPAは、大別するとフィジカル・オフサイトPPAとバーチャル・オフサイトPPAの２つのスキームに分けられます。

• フィジカル・オフサイトPPAは、発電した再エネ電力そのものをお客さまにお届けするスキームで、バーチャル・オフサイトPPAは、電力と再生可能エネルギー価値を切
り離し、環境価値のみをお客さまにお届けするスキームです。

オフサイトPPAにおけるフィジカルとバーチャルの違い

フィジカル・オフサイトPPA バーチャル (フィナンシャル)・オフサイトPPA

再生可能エネルギー電源
(専用電源) お客さま

再生可能エネルギー電源
(専用電源) お客さま

電力市場

売電

お客さまに
お届けできる
価値

専用電源の電気価値と環境価値が
セットで届く

専用電源の環境価値のみが届く
 (電気価値は別途契約)

必要
30分単位で発電した電気以上の電気を

お客さまがご使用いただく前提

不要
発電とお客さまのご使用時間に係わらず、
環境価値を手にしていただくことが可能

電気の
同時消費

環境価値 環境価値

電気価値
電気価値
は別途調達

注：フィジカル・オフサイトPPAの場合は小売電気事業者の介在が必須で、バーチャル・オフサイトPPAの場合はケースにより異なりますが、上記では当該部分を省略して、イメージを記載しているものです
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(kW)

(h)

電力使用量

フィジカルPPA(風力・水力等)

＋オンサイトPPA

フィジカルPPA(太陽光)

CO2フリーメニュー／
バーチャルPPA

(陸上風力・水力・バイオマス中心)

• オンサイトPPAやフィジカル・オフサイトPPAで調達することに加えて、バーチャル・オフサイトPPAやCO2フリー電力を組み合わせることで、固定調達と変動調達が
組み合わさった電力の調達ポートフォリオを形成できます。

• 追加性のある環境価値の量には限りがある中、お客さまの負荷形態に基づいた変動／固定調達の最適なバランスを早期に組成することで、価格予見性を高め
た電気・環境価値の調達を実現することが出来ます。

最適な電源ポートフォリオの組成でリスク分散

変動

変動

固定※

変動

変動

固定※

固定※

変
動
調
達

C
O

2

フ
リ
ー

バ
ー
チ
ャ
ルP

P
A

固
定
調
達

フ
ィ
ジ
カ
ルP

P
A

電気・環境価値が安価に推
移した場合に、エネルギーの
調達価格を抑える。

優良案件の早期確保で、将
来の環境価値高騰に備える。

ミライズのサービスでは、基本的に環
境価値を固定価格でご提供

電気・環境価値が高値に推
移した場合に備えて、予見
性のあるエネルギー調達を実
現する。

分類 狙い

※制度変更(非化石価値取引市場の上限価格の見直し等)をはじめ、託送
料金の変更等の場合は、価格が見直しとなる可能性がございます。

電気価値 環境価値



今後はバーチャルPPAへの注目が高まる見込み
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• フィジカル・オフサイトPPA導入量の上限は、発電した電気を全て同時消費できる水準が目安となっており、日中以外の時間帯も含めた時間帯での脱炭素化に
向けて、バーチャル・オフサイトPPA等の導入に注目が高まっています。

電力使用量と各種PPAの導入イメージ

発電同時同量消費できる量が
フィジカルPPAの導入上限

オンサイト&オフサイトのフィジカル型PPAは、発電した電気を
同時消費できる量が導入量の上限目安となる。

バーチャルPPA・CO2フリー電気等の活用
を含めて日中以外の時間帯の脱炭素へ

専用発電所由来の「環境価値のみ」を活用するため、発電
同時消費は不要。
バーチャルPPA以外では、CO2フリー電力も発電同時消費
は不要。
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(中間期)

電力使用量
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電源
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CO2フリーでんき
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事業者から見た導入効果1/3 - 電気料金の変動リスクを低減 -
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• 電力料金は通常、燃料価格等の影響を受けて価格が変動するため、電力調達コストに不確実性が生じ、事業計画や原価管理に影響を及ぼします。

• これに対し、フィジカル・オフサイトPPAの場合、調達価格の一部を固定化＊することが期待できるため、電力調達コストの変動を抑制した安定的な調達が期待
できます。また、長期契約により、将来に向けた調達価格が見通せるようになることから、事業計画や原価管理の予見性向上にもつながります。

＊固定化できるのは電源価値と環境価値であり、別途必要な託送料金や系統連系受電サービス料金(発電側課金)、再生可能エネルギー促進賦課金等により価格が変動します。

系統電力による調達

(電気料金)

(年)

電力調達コストの不確実性から、事業計画や原価管理にも影響する可能性

価格が変動

系統電力

系統電力＋自社専用電源(フィジカルPPA)による調達

電力調達のコスト変動を抑制し、安定的な調達が可能

コストの見通しが立てやすくなり、事業計画や原価管理の予見性向上にも◎

(電気料金)

(年)

系統電力の価格変動リスクを低減
(市場価格によっては、系統電力のみの場合を上回る可能性も有)

全量 系統電力
の場合

系統電力+フィジカルPPA

の場合
調達価格を一部固定化＊

フィジカルPPA バーチャルPPA



事業者から見た導入効果2/3 - 環境価値を安定的に調達 -
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• 環境価値(非化石証書) は、企業が掲げる削減目標に向けたニーズの加速化に伴い、市場取引における約定率が年々高まっています。

• これに対し、自社専用電源であれば長期にわたり環境価値を安定的に確保できるため、調達不確実性の影響を受けにくくなり、企業が掲げる削減目標の着実
な達成やレピュテーションの維持・向上につながります。

出典：JEPX｜取引市場データより当社作成

FIT非化石証書の需給状況

(各年度第1～4回合計)

需給バランスがひっ迫したり、

需給が逆転すると・・・

取引市場から調達 自社専用電源から調達

環境価値が
取得できないリスク

調達コストが
上昇・変動するリスク

安定的に

環境価値を調達

長期的な

調達が確約

0

400

800

1,200

1,600

需要供給 需要供給 需要供給 需要供給 需要供給 需要供給

2021 -- 2022 -- 2023 -- 2024 -- 2025 -- 20xx

50％ 超

約定率

需要量は上昇傾向

供給量は横ばい傾向

•市場影響を受け、環境価値の調達が
流動的

•自社の削減目標にも影響する可能性

イメージ

•環境価値の調達不確実性の影響を受けにくい

•自社の削減目標への着実な達成やレピュテー
ションの維持向上にも◎

フィジカルPPA バーチャルPPA

https://www.jepx.jp/nonfossil/market-data/
https://www.jepx.jp/nonfossil/market-data/


事業者から見た導入効果3/3 - ニーズに沿った調達とリスク分散 -
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• 複数の自社専用電源を組み合わせた電源のポートフォリオを組成することは、お客さまのご使用状況(電力のロードカーブ)に即した調達が実現できることに加え
て、希望される時期に、ニーズに即した電源種別から調達することが可能となります。加えて、特定の専用電源からの調達に依存した場合には、突発的な発電
所停止等による調達リスクの可能性もありますが、複数箇所からの調達を実現することで、安定した調達を実現できるメリットもあります。

• また、発電事業者さまとしても、アグリゲーターを介すことで、電力をご使用されるお客さまとの個別調整が不要となるメリットも考えられます。

特定の発電所のみからの調達複数の自社専用電源を組み合わせた調達

太陽光発電所

風力発電所

バイオマス
発電所

水力発電所

40％ 20％ 20％ 20％

事業会社

電源調達の
安定性が向上

アグリゲーターを介すことで
電源調達リスクを最適に分散

専用電源①

100％
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自社専用電源の導入イメージ

電気供給量
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自社専用電源の導入イメージ

専用電源①

系統電力

ニーズに応じた
電源由来の選択や電源構成の最適化が可能

専用電源①

0％

発電所の停止など

アグリゲーター
(中部電力ミライズ)
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(h)

電力使用量

専用電源①

系統電力

専用電源からの電力供給が受けられず
再エネの安定調達に影響

受給契約

受給契約

受給契約

受給契約

PPA契約

フィジカルPPA バーチャルPPA



最エネ電力拡大に向けた課題_適地減少と導入コスト
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出典：総合資源エネルギー調査会/再エネ主力電源化小委員会(第2回)_経済産業省資料、調達価格調算定委員会｜令和7年度以降の調達価格等に関する意見、国土交通省｜建設工事デフレー

ター(年度次)より当社作成

• 日本における太陽光発電は、既に主要国の中でも最大級の導入量に達しており、新たに開発可能な適地が限られつつあるなど、再エネ導入拡大に向けて
様々な課題があるものと認識しています。

• また、足元では工事費や資材価格の高止まりが見られるとともに、今後もインフレにより各種コストの上昇が見込まれことから、将来における専用電源からの調達
は足元と比較して、負担が増していくことが懸念されます。

太陽光発電の導入量推移 導入コストの推移 (資本費、10kW以上(事業用)・屋根置き)
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：架台費用(万円/kW)

：工事費用(万円/kW)

：パネル等その他費用等(万円/kW)

：参考)建設工事デフレーター
＊2015年を100とした場合 129%

100%適地減少により、
導入量は年々減少

インフレ影響により、
資材費・労務費等が上昇基調

工事費・架台費用が
上昇傾向

発電単価

設備管理費用

発電量

工事費用増
資機材の高騰( 適地減少による

土地価格増
金利・保険料の

上昇

適地減少による
日射条件の悪化( 系統事業による抑制

連携接続不可
ハザードリスク 技術革新

)

)

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saiene_shuryoku/pdf/002_01_00.pdf
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https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/20250203_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/20250203_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/santeii/pdf/20250203_1.pdf
https://www.mlit.go.jp/statistics/details/t-other-2_tk_000362.html
https://www.mlit.go.jp/statistics/details/t-other-2_tk_000362.html
https://www.mlit.go.jp/statistics/details/t-other-2_tk_000362.html
https://www.mlit.go.jp/statistics/details/t-other-2_tk_000362.html
https://www.mlit.go.jp/statistics/details/t-other-2_tk_000362.html


自社専用電源導入にあたっての検討ポイント
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• 自社専用電源は、確実性が高い調達手段としてニーズが急増していますが、一方で再エネ開発コストの上昇に伴い、安価な再エネ電源は争奪戦の様相を呈し
ています。

• ただし、自社専用電源は導入までの工程が長いことから、必要となったタイミングで即座に調達が実現できるものではありません。このため、予め調達方針を検討し
ておき、自社にマッチした専用電源が出てきた場合は、早期に意思決定できる判断基準を予め整えておくことが重要です。

早期の再エネ電源確保が
将来的なコストメリットにも

02
導入までのリードタイムが長い

事業化検討
建設工事
系統工事
行政手続き等約14～16ヶ月程度

約6~8年程度

将来の調達も、足元で判断が必要な
ケースも

03
電力需要増加による需給ギャップ

事業会社 半導体工場など データセンターなど

限りある再エネ電源、特に新設案件や安価な
電源に対する需要競争が増す

再エネ電源調達に係るコストが増加01

発電単価の高騰イメージ

年

調達
コスト 再エネ電源調達

コスト増加へ
発電単価の
高騰

適地減少

導入費用増

設備維持

良好案件は争奪になる可能性があるため、
社内で迅速に決断できるよう、予め、社内
基準を設けて、調整しておけると理想

・調達価格上限はいくら?

・電源種類は? (再エネの種類、バイオ可否、運開済み案件の可否等)

・調達方法は? (フィジカルPPA(オン・オフ)、バーチャルPPA等)



お客さまご自身が地域の再エネ拡大における主役

Copyr ight  © Chubu E lec t r i c  Power  Mi ra iz  Co. ,  Inc .  A l l  r igh ts  reserved.34

• お客さまによる再エネ電力の利用や自社専用電源の導入は、再エネ電源の有効活用につながるとともに、発電設備の維持・改修や新規開発を後押しし、お客
さま自身の脱炭素化だけでなく、地域における再エネ電源の開発・創出にも貢献しています。

各種発電所 お客さま

##

##
##

地域における再エネ電源
開発・創出に貢献

再エネ電源の有効活用による
お客さま自身の脱炭素化

お客さまの再エネ電源導入が

発電設備の維持・改修・開発の後押しに

電気料金等の支払い

CO2フリーでんきや

自社専用電源の導入

追加性のある新規電源の活用は、
RE100、SBTi、CDP等でも評価
されるポイント

Point 



太陽光PPA

Greenでんき

省エネソリューション

脱炭素プラン策定

デマンドレスポンス

当 社

等

課題解決に向けた当社の取り組み_みんなで脱炭素プロジェクト
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• 「みんなで脱炭素プロジェクト」は、当社だけでなく、電気をお使いのお客さまと一体となって脱炭素社会の実現を目指す取り組みであり、再エネの「追加性」を
重視し、持続的な再エネ拡大の実現を目指しています。

• 具体的には、各種PPAやCO2フリーでんき・省エネ・デマンドレスポンスなどの様々なメニューを通じて、お客さまの脱炭素化を総合的にご支援するとともに、お客さ
まの取り組み見える化やPR支援により、お客さまの企業価値向上にも貢献しています。

お客さま

お客さま

一緒に増やし、
有効活用

脱炭素化
ニーズ

一緒に増やし、
有効活用

脱炭素化
ニーズ

お客さまの企業価値向上へ

テレビCM等を通じて本プロジェクトに対する認知・理解を促
進することで、ご参加いただく企業のステークホルダーに対する
脱炭素施策のPR活動を支援いたします。

脱炭素社会の実現に向けて
より大きな動きへ

電気を誰もが参加できるものへ

再エネ追加性等の活動を見える化

ご参加いただく企業と、プロジェクトロゴの共同使用すること等
を通じて、再エネ「追加性」等の取り組みを世の中に見える
化し、地域全体に活動を拡げることを目指します。



Copyr ight  © Chubu E lec t r i c  Power  Mi ra iz  Co. ,  Inc .  A l l  r igh ts  reserved.36


	既定のセクション
	スライド 1: 再エネ導入拡大に向けた検討ポイント
	スライド 2: CONTENTS
	スライド 3: CONTENTS
	スライド 4: 中部電力グループのご紹介
	スライド 5: 中部電力ミライズ、および法人営業部門の組織
	スライド 6: 当社グループの再エネ拡大目標
	スライド 7: CONTENTS
	スライド 8: 高まる専用電源からの再エネ調達ニーズ
	スライド 9: 再エネ調達方法の比較
	スライド 10: 一緒に取り組む創エネ活動_オンサイトPPAの取り組み
	スライド 11: オンサイトPPAサービス導入実績
	スライド 12: オンサイトPPAサービス導入事例①　屋根型
	スライド 13: 屋根上太陽光発電設置後に取り組む手法
	スライド 14: オンサイトPPAサービス導入事例②　カーポート型
	スライド 15: 一緒に取り組む創エネ活動_オフサイトPPAの取り組み
	スライド 16: オフサイトPPAサービス導入実績
	スライド 17: オフサイトPPAサービス導入事例①　お客さま専用発電所
	スライド 18: オフサイトPPAサービス導入事例②　営農型太陽光発電
	スライド 19: オフサイトPPAサービス導入事例③　自社遊休地の活用
	スライド 20: オフサイトPPAサービス導入事例④　自社屋根の有効活用
	スライド 21: オフサイトPPAサービス導入事例⑤　お客さま参加型
	スライド 22: オフサイトPPAサービス導入事例⑥　サプライチェーン一体型
	スライド 23: オフサイトPPAサービス導入事例⑦　バーチャルPPA 1/2
	スライド 24: オフサイトPPAサービス導入事例⑧　バーチャルPPA 2/2
	スライド 25: CONTENTS
	スライド 26: オフサイトPPAにおけるフィジカルとバーチャルの違い
	スライド 27: 最適な電源ポートフォリオの組成でリスク分散
	スライド 28: 今後はバーチャルPPAへの注目が高まる見込み
	スライド 29: 事業者から見た導入効果1/3　- 電気料金の変動リスクを低減 -
	スライド 30: 事業者から見た導入効果2/3　- 環境価値を安定的に調達 -
	スライド 31: 事業者から見た導入効果3/3　- ニーズに沿った調達とリスク分散 -
	スライド 32: 最エネ電力拡大に向けた課題_適地減少と導入コスト
	スライド 33: 自社専用電源導入にあたっての検討ポイント
	スライド 34: お客さまご自身が地域の再エネ拡大における主役
	スライド 35: 課題解決に向けた当社の取り組み_みんなで脱炭素プロジェクト
	スライド 36


